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地方団体
（都道府県／市区町村）

国
税
庁

電子申告等給与天引きのための
情報のやりとり（H20.1月～）

（H28.5月～）

電子申告（H17.1月～）

納税者

給与天引き
実施者／

年金天引き
実施者

法人等／
日本年金機構

法人等

年金天引きのための
情報のやりとり（H21.4月～）

・法人住民税／事業税
・固定資産税（償却資産）
・事業所税

（全１，７８８団体に接続）

確定申告データ
（H23.1月～）

地方団体からの
課税情報
（H25.6月～）

○ eLTAXは、地方税の電子申告及び国税連携のためのシステム。eLTAXが担う役割は順次拡大し、
「地方税の電子化」の基盤となっている。

○ 平成31年４月１日から、すべての地方団体が共同して運営する組織として設立された地方税共同
機構がeLTAXの運営主体。

※ e-Tax（国税の電子申告のためのシステム）は国税庁が管理・運営

国税連携

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

マイナンバーに基づき、

他団体（福祉部局等）
との情報のやりとり

（H29.11月～本格運用）

平成24年度 平成30年度

電子申告
361万件
（32.5％）

717万件
（58.5％）

給与天引きのための
情報のやりとり

909万件
（12.0％）

3,720万件
（43.7％）

年金天引きのための
情報のやりとり

782万人分 940万人分

地方税務手続の電子化の推進
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地方税における電子申告から電子納税までのイメージ

地方団体A

地方団体B

地方団体C

納税者

各地方団体の指定金融機関口座

○ 地方税の申告については、従来からeLTAXを基盤として、全地方団体で電子申告が可能であった。

○ 令和元年10月からは、地方税共通納税システムが導入されたことにより、全地方団体で納税者は
申告から納税まで、シームレスに行うことが可能となった。

申告

納税
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電子申告等

電子納税

eLTAX

納付情報

電子申告に基づき
電子納税が可能



大法人の電子申告義務化と負担軽減について

○ 電子的提出に係る負担の軽減を進めつつ、令和２年４月１日以後開始する事業年度から、大法人
について、地方法人二税等※の電子申告を義務化。

※ 法人市町村民税、法人都道府県民税、法人事業税及び特別法人事業税（国税）が対象

○ 法人税及び地方法人二税等の共通入力事務の重複排除（令和２年３月導入予定）。

○ 国・地方を通じた財務諸表の提出先の一元化（令和２年４月導入予定）。
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現状 今後

e‐Taxソフト

税務署e‐Taxソフト

財務
諸表

【国税】

【地方税】

eLTAXソフト

eLTAXソフト

地方自治体

【国税】

【地方税】

法人事業税申告に
おける財務諸表の
提出が不要に
（ワンスオンリー化）

申告書の共通記載事項のイン
ポート機能の実現（重複入力
排除）により、手続簡便化

法人税
申告書

財務
諸表

財務
諸表

財務
諸表

法人税
申告書

財務
諸表

法人
事業税
申告書

法人
事業税
申告書

地方自治体

税務署



地方税共通納税システムの導入と対象税目の拡大

○ 令和元年10月から「地方税共通納税システム」が導入され、全地方団体で電子納税が可能となるこ
とから、法人の事務負担は大きく軽減。

※ 現在の対象税目：法人事業税・住民税及び特別法人事業税、個人住民税（給与所得・退職所得に係る特別徴収）、事業所税

○ 令和３年10月１日以後、個人住民税の利子割・配当割・株式等譲渡所得割について、金融機関等
の特別徴収義務者による申告・納入を電子化する予定。

Ａ市

Ｂ町

Ｃ村

Ｄ市

Ｅ市

地方税共通納税システム
1,788団体

（全地方団体）対応

＜企業による納税＞

■地方法人二税等
申告件数：約431万件（法人市町村民税の場合）

■個人住民税（給与所得に係る特別徴収）
納税義務者数：約4,183万人
※支払回数：年12回

■事業所税
申告件数：約12万件

概 要
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ICTによる収納手段の多様化

＜平成30年度における収納手段の状況＞

※ ペイジーによる納付とは、収納機関と金融機関を共同のネットワークで結ぶ『マルチペイメントネットワーク（MPN）』を活用して、
パソコンやスマートフォンや携帯電話、ATMから支払うことができるサービスをいう。

口座振替 コンビニ収納
クレジット
カード納付

ペイジー
（MPN）

都
道
府
県

対応団体 47団体 47団体 43団体 37団体

利用件数 785万件 2,257万件 202万件 784万件

利用件数における
平成24年度との比較

1.1倍 1.38倍 8.42倍 1.45倍

市
区
町
村

対応団体 1,736団体 1,224団体 221団体 70団体

利用件数 1億2,483万件 8,589万件 89万件 313万件

利用件数における
平成24年度との比較

1.05倍 1.77倍 14.83倍 2.95倍

○ 従来から行われてきた口座振替に加えて、コンビニ納税（平成15年度）、クレジットカード納付（平成18年度）
など累次の制度改正により、収納手段は多様化しており、特に、個人向けの利便性は向上。

※ 例えば、コンビニ納税には、平成30年度時点で、全ての都道府県、７割弱の市町村が対応している。

○ 個人向け税目については、ICTによる収納手段の多様化によって、個人が様々な方法で納税できる環境を構
築することが重要。個人を取り巻くICT環境の変化に対応し、また、普及が進んでいるスマートフォンやタブレッ
ト型端末を活用していくことが見込まれ、更なる収納手段の多様化を推進。
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